
 

Instructions for use

Title 外部監査およびコーポレート･ガバナンスに関する日仏比較

Author(s) 蟹江, 章; ジョソー, ジャック; ベルタン, エリザベート

Citation 經濟學研究, 52(3), 87-109

Issue Date 2002-12

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/32266

Type bulletin (article)

File Information 52(3)_P87-109.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


経済学研究 52-3
北海道大学 2002.12 

外部駐査およびコーポレート・ガパナンスに関する日仏比較

蟹江 章・ジャックジョソー・エリザベートベルタン 1)

はじめに

近年，わが国において発生したいくつかの企

業不祥事や上場企業の経営破綻は，わが国監査

制度の有効性に疑問を生じさせ，あるいはまた，

監査の機能や役割に関する議論を活発化させる

こととなった。こうした議論は， 2002年 1丹25

臼に公表された新『監査基準Jにも確実に反映

されている O

アメリカで発生した，いわゆる「エンロン事

件Jを引き合いに出すまでもなく，監査制度お

よび実務に関する疑問や批判は，わが国に固有

のものではなし、。近年，フランスにおいても，

監査制度をめぐって活発な議論が展開されてい

る。とくに，企業の経営状況の悪化について，

利用者に適切な警告を発することができなかっ

たという点において，監査報告書の存在意義に

疑問が呈された (Citron&Taffler，1992; Bertin， 

1999)。さらには，外部監査人の地位，職務の

性格と限界ならびにその実施に要求される条件

について，根本的な再検討がなされている

(CNCC et COB， 1992， 1998; Campana， 1998; 

Bertin， 2000; Prat Dit Hauret， 2000; COB， 

2001)。

「期待ギャップJ問題が示すように，外部監
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資人と監査報告書の利用者との間には，監査の

役割に関する認識が必ずしも共有されていると

はいえなし、。しかし，この問題を契機に，これ

まで監査の役割の枠外に置かれてきた，企業不

正の発見・摘発ならびにいわゆるゴーイング・

コンサーン問題を，監査の枠内に取り込むこと

についての共通認識が形成されつつある。

このように，監査報告書の利用者に対して，

外部監査人がクライアントの財務諸表に含まれ

ているかもしれない不正や基準違反を発見い

それらを実際に摘発できることを期待させ

(De Angelo， 1981a; De Angelo， 1981b; Lee 

et Stone， 1995)，あるいはクライアントの存

続能力を評価し，場合によっては注意を喚起す

ることを期待させることになったとき，そうし

た期待に応えるために，外部監査人には一定の

要件が求められることになるであろう。

外部監査人が，財務諸表に含まれている可能

性のある不正や基準違反を発見できるか，ある

いは存続能力を適切に評価できるかどうかは，

監査人の全般的能力，とりわけ職務遂行に擦し

て碩注された「監査努力J(effort d'audit)の

水準に依存するであろう。他方，発見した不正

等を実際に摘発できるか，あるいは存続能力に

関する疑義についての注意喚起を行うことがで

きるかは，監査人の独立性の水準，すなわち利

害が対立する状況下において，監査人がクライ

アントからの圧力に抗し得る程度に依存すると

考えられる (DeAngelo， 1981a; De Angelo， 

1981b)o 

近年，臼本では，公認会計士による外部監査

が厳しい社会的批判に昭されてきた。フランスで
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も，外部監査人たる会計監査役 (commissaire

aux comptes)は，フランス・セメント (Ciments

Francais)，クレディ・リヨネ (CreditLyonnais)， 

抗癌研究協会 (Associacionde Recherche-

Conter 1e Cancer; ARC)などの企業等の不

祥事が発生して以来，日本ほどではないにせよ

社会からの批判を浴びている。国際的な比較研

究は，こうした批判ないし問題提起が，法令お

よび現行織業基準の枠組みという観点からも，

実践的枠組みという観点からも，明らかに巽な

る文脈の中でなされているものであることを示

唆するであろう。

本稿では，残念ながら，フランスと5本の外

部監査のパフォーマンス自体についての直接的

な比較分析を符うことができない。このため，

われわれは，明らかに異なる文旅をもっこれら二

回における，監査の制度的な枠組みを比較しよう

と患う。この研究は， 日本においては，監査制度

についての様々な改革案が検討される時に，そし

てフランスにおいては，新経済調整法 (Loisur 

1es Nouvelles Regu1ations Economiques) 2)が，

コーポレート・ガパナンスおよび会計監査役の

職務に影響を及ぼす場合に，特別な意味をもつ

ことになろう。

以下では，はじめに理論的な観点から，コー

ポレート・ガパナンスにおける外部監査人の役

割と，そこから生じる主要な問題点を検討する。

次に，フランスと日本における監査の法的枠組

みならびに職業基準を比較する。そして最後に，

調調における実践的枠組みの対照を試みること

にする。法的側面および実践的側面からという

2) r新経済調整法J(Loi sur Nouvelles Regulations 
Economiq ues) ，遜称rNREJ法 (2001年 5JH5日
成立)は，株式会社のガパナンス構造の変更，会計

段査役の職務範閉の拡大，少数株支権の強化，上場

会社に対する環境情報・社会(従業員)情報開示義

務の拡大・強化などを含む，経済活動のよりー震の

透明性の縫保を目的とした法律。“fourre-tout"
(がらくた箱)と郷捻されるように，非常に様々な

領域における経済活動および構造の謁整を目的とし

た法律のようである。

二つのレベルでの分析によって， E3仏二国関に

おける重要な差異が明らかになるであろう O

1.コーポレート・ガパナンスにおける外部監

査人の役割:理論的観点からの考察

本節ではまず，外部監査人が複雑な代理関係

の中心に位置するものであるということ示す

(1.1)。その上で，エージェンシー理論の仮説

を援用することで，監査人は自らの効用の最大

化を図るために，時として裁量的行動をとると

考えることができるということを明らかにする

(1.2)。

1.1.複雑な代理関係の中心に位置する監査人

外部監査人を導入することは，経営者を統制

するための一つの手段である (Jensen& 
Meckling， 1976)。外部監変人は，企業の所有

者から，経営者が作成する会計情報の監査と証

明を委託された代理人として理解される。アン

グロ・サクソン系の研究の多くが，株主と経営

者との利害対立の解消に当たっての，監査の役

割を非常に重要視しているO 歴史的な分析を行っ

たもの (Watts& Zimmermann， 1983)もあ

れば，エージェンシ一理論やゲーム理論に依拠

しながら規範的モデルを麗関するものもある

(Ng， 1978; Ng & Stoeckenius， 1979; Envas， 

1980)。さらに，実証的研究の結果に基礎を謹

くものもある (Kinney& Martin， 1994)。
しかし，企業の経営者は，多数の利害関係者

を満足させなければならないと考えるならば

(Cornell & Shapiro， 1987)，株主一経営者関

係だけを考慮するのでは十分ではないように思

われる。企業は，複数の利害の中心に位置して

おり，すべての利害関係者が，企業経営の成果

の分配を左右する会計情報の重要性について共

通の認識をもっている。その時，監査人は，経

営者と企業のその他の諸利害関係者との関のバ

ランスをとるために，無視し得ない一つの重要

な要素となるのである O われわれは，次のよう
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な意味で，非常に特殊で複雑なエージェンシー

関係と対i持することになるであろう。すなわち，

(1)外部監査人という受託者に対して，複数の委

託者(様々なカテゴリーに属するステークホ

ルダー)が存在する，

(2)当該受託者は，ステークホルダーのもう一人

の受託者たる経営者によって公表される会計

情報の適正表示について監査することを職務

とする，そして，

(3)委託・受託関係における非常に特殊なケース

として，外部監査人たる受託者は，委託者か

らではなく，被監査企業から報酬を得る。こ

れによって，外部監査人が被監査企業に従属

させられる潜在的危険性が生じることになる

のである。

企業が公表する会計情報に関する外部監査人

の監査報告書は，第三者にとって，企業を監督

するための都合の良い道具であるO それはまた，

監査人がどのようにして職務を遂行したかを示

すシグナルともなる。シグナリング理論によれ

ば， Ackerlof (970)， Spence (974)および

Ross (977)の研究の延長線上において， シ

グナルにはいかなる媛昧さもあってはならず¥

そしてそれは適時に伝達されなければならない

とされている。これらの研究は，監査報告書の

構造および内容，さらにはその公表までの期間

に関して，プロフェッションおよび一般大衆が

どこに注目しているかを明らかにしている。監

査報告書の公表時期の適時性について実施され

た統計調査 (Soltani，1996 ; Ashton et al.， 

1987)によれば，最近数年間における平均期時

の有意な改善が指摘されているが，その一方で，

監査報告書に除外事項が含まれているか苔かに

よって，公表までの期間に統計的に有意な差異

があるという点も明らかにされている。

1.2.監査人は，潜在的に機会主義的代理人か?

純粋に理論的な考察に基づけば，監査人が裁

量的行動を選択するかもしれず，委託された監

査職務を完全には果たさないという可能性を指

摘することができる。また，いくつかの理論的

研究(DeAngelo， 1981a; De Angelo， 1981b ; 

Wall且ce，1989; Cormier， 1991 ; Lee & Stone， 

1995)によれば，監査の品賞は，監査人がクラ

イアントの財務諸表に含まれる不正または基準

違皮を発見する確率と，それらを摘発する確率

の複合的確率として定義されている O 前者の確

率は，とくに専門的教育によって均質の技術的

能力を有する監査人が，職務の実施において傾

出した監査努力の水準に依存すると考えられる

(1.2.1.)。他方，後者の磁率は，クライアント

に対する外部監査人の独立性の水準に依存する

ということができょう 0.2.2.)。

1.2.1.監査人が概浸した監査努力の水準

企業の利害関係者は，監査人がその職務の実

施に際して傾注した監査努力の程度に関して，

倫理的リスクの問題に直面する可能性がある。

監査業務は複雑であり，監査人は監査手続の選

択に当たって，ある寝度の自由を享受している。

しかし，このことが，監査業務における監査努

力の水準の評価を困難にしているのである O

こうした文献において，戦略的代理人

(ag巴ntstrategique)としての監査人は，有効

な監査に必要なすべての資源を投入せず，また，

あらゆる努力を傾在しないという選択を行うこ

とが可能である。クライアントは傾注された監

査努力を観察することができないため，実際に

行われた努力の程度に監査報蛾を謹接関連づけ

た効果的な契約を結ぶことができないのであるO

監査人は，結巣債務 (obligationde resultat) 

ではなく手段{責務 (obligationde moyens) 

を負うものであるため，監査努力の結果に依拠

することが難しL、。その上，観察可能な監査の

結果が， I監査人の信念Jをメッセージ化した

監査意見の表明之いう形で示されることが，そ

の妥当性の判断をより一層困難にしているので

ある。

ゲーム理論は，監査人がその職務について同

意した努力の水準に関して，監査人の戦車各的行
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動をそデル化するためのフレームワークを提供

した。 Fellingham& Newman (1985)あるい

はFel1ingham，Newman & Patterson (1989) 

のようないくつかの研究が，監査人とクライア

ント企業の経営者という，二人のプレーヤーに

よるゲームのモデルを提示している。彼らは，

もし追加的な監査努力が行われれば，それは必

然、的にランダム戦略となるということを明らか

にしている。すなわち，監査人は，最大の監査

努力を意味する純粋戦略を自発的かっ経常的に

は決して選択しないだろうということである。

つまり，国ごとに異なる規則および職業基準の

枠組みは，傾注される監査努力の水準に影響を

与えることを意図して設定されていると考える

ことができるのである。

さらに， シグナリング理論は， シグナルが信

頼できるためには，誤ったシグナルの伝達が処

罰される必要があるということを教えている。

外部監査人にとって，誤ったシグナルを伝達す

ることは， r高くつく」ことになるに違いない。
この時，監査人に監査努力を憤注させ，そして

正当な、注意を払わせるための誘霞に対して，様々

な責任制度がどのようなインパクトをもつかが

問題となろう。アメリカでは，アカウンティン

グ・ファームが支払うことのできる賠償金の水

準に応じて監査の品質が高まるとの指摘がある

(Melumad & Thoman， 1990) 0 Narayanan 

(1994)および:Chan& Pae (1996)は，監査人

の実際の責任に処罰を明確に関連つ、ける比例的

糞任制度が，監査人の責任とその他の関係者

(他の監査人，経営者など)の責任を媛昧化さ

せる共再責任制よりも，監査人による監査努力

の縄注にとってより強い誘因となるであろうと

いうことを示唆している。

また， Watts & Zimmerman (1986)は，個

人監査人にとっては，優れた品質の監査業務を

提供しているということを証明するのは臨難で

あると指摘している。この問題は，職業組織に

加入することによって一部解決することができ

る。職業組織は，信頼性の付与という役割を演

じ，加入している個人が当該組織によって設定

された規則に違反した場合には処罰をすること

ができる。こうした職業組織は，構成員によっ

て企業に提供されたサービスに関して，継続的

あるいは臨時的な監督を行う権限をもつことに

なる。 Grant，Bricker & Shiptsova (1996)は，

監査の品質に対する職業規則および処罰の影響

を明らかにしている。実験室で実施された一連

の実験によって，彼らは，職業規則の設定なし

に高い品質水準の監査を得ることの国難さを実

証した。こうした規則が存在する時，提供され

る監査の平均的な品質水準が向上し，また，擾

れた品質の監査の提供が持続することが明らか

にされているのである。

1.2.2.監査人の独立性

経営者一監査人関係は，取引コスト理論

(出品oriesdes couts de transaction)，資j原

従属理論 (theoriede la dependance sur les 

T色ssources)，ならびに信頼および評判に関す

る研究に基づく理論によって分析することがで

きる。

新たな監査契約は，各クライアントに対して，

当該契約に閤有の大きな導入コストを要求する

ものである O これらのコストは，とくに企業に

かかわる知識の故得，ならびに貸借対照表勘定

の詳細や不変な要素を含む永久監査調書の作成

にかかわるものである。これらのコストは，他

のクライアントの監査について再利用できない

投資として理解できる。一且これらの導入コス

トが負担されると，契約を結んだ監査人は，将

来の監査について，競争相手に対してコスト簡

で優位性をもつことになる。すべての監査人が

問様の技術的能力をもっ限りにおいて，初期監

査市場が完全に競争的であるとしても，契約を

結んでいることの優位性は，将来期間について

完全な代用が存荏しないことを意味している。

競争の事後的効率性は，取引に閤有の投資の実

現によって再検討される (Williamson，

1985)。クライアントと契約を結んだ監査人と
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の関係は，双方向独占 (monopo1ebi1ateral) 

となるのである (DeAnge1o， 1981b)。このこ

とは，両者の関係が絶たれることによって，そ

れぞれの当事者は，他の当事者に実質的なコス

トを課すことになるであろうということを意味

する O したがって，両当事者は，確立された関

係を維持しようとすることになるのである。

しかしながら，一方で，監査人とクライアント

の閣における力関係の不均衡が生じる可能性があ

るとも考えられる O この現象は， Go1dman& 

Ar1ev (1974)によって最初に明らかにされた。

次いで， Nicho1s & Price (1976) は，監査人

とそのクライアントの聞における，オープンで

明白な利害の対立状況を研究するために，交換

理論 (theoriedes echanges) を利用した

(Emmerson， 1962)。しかしながら，両当事者

間の力関係は，一般に表面化せず，稀にしか震

大な対立には発展しないとの結論が得られてい

る。また， Kato (1989)の分析は，従属理論

(theorie de 1a dependance)を用いることに

よって， Pfeffer & Sa1ancik (1978)が切り開

いた可能性へと見方を拡張することを可能にし

ている o Broye (1998)は，監査人の権限につ

いて考察するために，この分析枠組みを修正し

fこ。

これらの研究は，次のことを指摘している。

すなわち，

(1)監査人の義務は，何よりもまず法的義務に対

応しているのであり，企業の存続上の必要性

に対芯している訳ではない。逆に，アカウン

ティング・ファームあるいは偶人監査人は，

自らの活動の収益性，そしてしは‘しばその存

続のために，クライアントによって支払われ

る報酬に直接依存する。監査人は，その独立

性を維持するために，収益源を多様化する必

要がある，

(2)アカウンティング・ファームは，一般に，専

門的能力，企業に勝る豊富な実務経験ならび

に監査技術によって利益を得る。これに対し

て，企業は会計基準の解釈に関するある程度

の自由裁量から利益を得る。これが，監査職

務の遂行に際して，監査人を思惑させること

になる，ということである。

アカウンティング・ファームが特殊な専門的

能力をもっている場合，あるいは特別な名声を

得ている場合には，状況が逆になる可能性があ

る。したがって，名声の形成は，優れた監査を

提供するというシグナルを発信する仕紐みとし

て働くことになる。しかし，特定のアカウンティ

ング・ファームの名声を測ることは非常に難し

いo l、くつかの実証研究は，アカウンティング・

ファームの名声が，職業組織によってそれらに

下されるかもしれない罰郎に依存するというこ

とを示唆している (Pa1mrose，1988)。さらに，

ある特定の領域に特化したアカウンティング・

ファームは，当該特殊鎖域に毘有の経験および

投資によって利益を得ることになる。それゆえ，

そうしたアカウンテイング・ファームは，相対

的に高品質なサービスを提供することができる

(Shock1ey & Ho1t， 1983 ; D巴 Ang巴10，1981b)0 

De Ang巴10(1981b)によれば，アカウンティ

ング・ファームの規模が，実施された監査の質

に対する暗黙の保証 (assuranceimplicite) 

を与えるとされている O より多くのクライアン

トをもっ監査人は，他の事情が同じならば，た

だ一つのクライアントを引き留めるために不正

行為を行う誘困はIJ、さい。さらに，いくつかの

実証研究 (Shock1ey，1981; Knapp， 1991)が，

監査報告書の利用者は，より大規模なアカウン

ティング・ファームがより良質の監査サービス

を提供すると認識しているようである，という

ことを明らかにしている。

経営者と監査人の力関係に影響する可能性の

あるもう一つの要素は，アカウンテイング・ファー

ムによる監査以外のサーどスの提供にかかわる

ものである。アカウンティング・ファームは，

それがもっ能力に基づ、いて，開ーのクライアン

トに対して，有利な条件であらゆる補足的なサー

ビスを提供することができる (Johnson 

&Lys， 1990)。会計情報の監査を行っている企
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業に様々な助言サーどスを提供することは，ア

カウンティング・ファームに対して(商業的レ

ベルでもサービスの生産のレベルでも)規模の

経済をもたらす。クライアント企業は，一方で，

サービスの価格の低下によってこうした規模の

経済から利益を得るであろうし，他方で，すで

に当該企業を知っている職業的専門家から，よ

り適切な助言を得ることによって利益を得るで

あろう O しかしながら，そうした関係が絶たれ

ることによる機会コストが，とくにアカウンティ

ング・ファームの観点から増大する危険がある O

「エンロン事件」を引き合いに出すまでもなく，

外部監査人は，補足的サーどスに関連する収入

を維持するために，監査職務の遂行において断

留とした態度を取らなくなる危険性があるとい

わざるを得ないのである。こうした問題に対処

するため，商知の通り，各盟ごとに様々であろ

う職務に対する欠格事由という形での法的介入，

ないしは監査業務の厳格な監視手続が正当化さ

れることになるのである。

ここまでの議論は，多くの要素が監査人の独

立性，そして監査人の判断の質に影響を与えて

いるであろうことを垣間見せている。すでに見

たように，少なくとも監査人の職務の内容，範

囲および性格が，そしてまた，監査人の契約王手

数，監査人と経営者の関係，監査人が抱えてい

る契約の数，同ーのクライアントに対する売上

高，アカウンティング・ファームの規模，司法

または職業組織による監督の効力，監査人の選

任方法および報酬の決め方，欠格事由等の職務

の実施条件が重要である。

次節において，まず外部監査にかかわる法的

枠組みならびに職業基準によって決定される要

素を検討することによって，フランスと日本に

おける外部監査環境の比較を行う (2.)。その

上で，節を改め，コーポレート・カ。パナンスの

様式が監査の質にどのような影響を及ぼし得る

かについて検討する (3.)。

2. フランスと臼本における外部室長査環境の比

較研究

フランスにおける会計監査役の任命義務は，

1863年5月23日付の法律以来規定されているが，

計算書類の監査を近代化したのは，商事会社に

関する 1966年 7月24B付法律(現在は萌法

(Code de Commerce)に統合されている)で

ある。 1983年4月初日付会計法，企業の経堂難

の予!誌に関する1984年3月1日付法律，連結計

算書類に関する1985年1月3日付法律，ならび

に1994年8月10日付法律のようなその後の法律

が，会計監査役の役割，職務および関与領域を

かなり統一，強化そして拡張した。こうした恒

常的な発展は，会計監査役が，企業の健全な機

能に欠かせない重要な要素であるということを確

主主するものである。このように， フランスにおけ

る監査実務は，法令および会計監査役全国協会

(Compagnie Nationale des Commissaires 

aux Comptes; CNCC)によって設定された基

準によって枠組みが形成されているのである O

CNCCは. 1970年に創設され. 1973年に盟際会

計基準委員会(IASC)の，そして1977年に国

際会計士連盟 CInternationalFederation of 

Accountants; IF AC)の創設メンノイーとなっ

ている O

日本では. 1949年に証券取引法によって公認

会計士による外部監査制度が制定され，これに

合わせて『監査基準・準則』が設定された。公

認会計士による監資は. 1970年代に相次いだ，

株式会社による大規模な粉飾事件を受けて，

1974年に「株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律J.いわゆる「商法特例法」に

よる「会計監査人監査Jへと拡張されることと

なった。

F監査基準・準則Jは，その後の監査環境の
変化に合わせて，数次に渡って改訂されてきた。

1991年の改訂に際しでは，これまでパフ、リック・

セクターである企業会計審議会によってなされ

てきた具体的な監査手続にかかわる基準の作成
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が，公認会計士の職業組織である日本公認会計

士協会 (Japanese Institute of Certified 

Public Accountants; JICP A) に委ねられた

ことによって，監査基準の職業基準としてのf生

格がより明瞭になった。

なお， JICPAは1949年に創設され， 1966年

に公認会計士法上の特殊法人へと改組された。

JICPAは， フランスのCNCCと同様， IASCお

よびIFACの創設メンバーである。

1990年代におけるわが国経済状況の停滞に伴っ

て相次いだ上場企業の経営破綻や，会計基準を

軽視した行政指導を背景として，わが国企業が

公表する英文アニュアル・レポートにかかわる

監査報告書に「警句Jの付記が求められるとい

う異例の事態が発生した。このいわゆる「レジエ

ンドj問題を発端として，プライベート・セク

ターとしての会計基準設定機関である会計基準

委員会 (AccountingStandards Board of 

Japan; ASBJ)が設立されることとなった。

また， とくに，いわゆるゴーイング・コンサー

ン問題にかかわる監査上の対応を明確にし，日

本の監査の質に対する海外投資家の懸念を和ら

げるために， 2002年l丹25日付で『監査基準J

の全酷的な改訂が実施された。そして，新『監

査基準Jの2003年3月期決算の監査への適用に

向けて， JICPAによって具体的な監査手続基

準の設定ならびに改訂が行われている。

われわれは，まずフランスと日本における外

部監査人の職務の実施条件を対照し (2.1.)，次

いで，碍国における職務の内容を比較する(2.2.)。

ここでの居的は，監査の質が，フランスでより

も日本でよりしばしば問題とされる理由を説明

するために，両国の監査における違いを浮き彫

りにすることである。

2.1.監査人の職務の実施条件と独立性

日本における公認会計士監査は，第一義的に

は，証券取引法に基づくいわゆる財務諸表監査

として実施されている。それは，公開会社 5

億円以上の有価証券を一般に募集または売り出

す会社，ならびに株主の数が500人以上の会社

に対して課せられているものである。また，簡

法特例法が，資本金5億円以上または負債総額

200億円以上の株式会社に対して，商法上の監

査役監査に加えて，公認会計士または監査法人

を資格要件とする会計監査人による会計監査を

義務づけている。なお，これらの二つの法律に

陪時に該当する会社は，それぞれの法律が課し

ている条件にしたがわなければならなL、。ただ

い監査実務上，それらの監査の閣に実質的な

違いはない。

フランスでは，今日，外部監査は，その

規模や活動内容にかかわらず，すべての株式会社

(societe anonyme)，株式合資会社 (societ品

en commandite par actions)，簡易株式会社

(societ邑anonym日simplifiee)に，また，貸器

対照表総額1，550，000ユーロヘ売上高3，100，000

ユーロ，または平均提業員数50人という三つの

基準のうち，二つの基準を超える商事会社

(soci品tecommerciale)に義務づけられている。

さらに，大部分の金融機関ならびにその他の公

的および民間機関にも外部監査が諜せられてい

る。商事会社については，フランスの方が日本

よりも外部監査をより広く義務づけていること

がわかる。

しかしながら，日本の立法者が，外部監査を

義務づけられていない大半の株式会社を監査な

しの状態に放置しているわけではない。商法は，

計算書類ならびに取締役の業務の監査を職務と

する監査役の選任を要求している。監査役は，

会社の誰に対しでも経営にかかわる情報の提供

を要求することができるし，会社の書類を調査

する権眼ももっている。監査役は，株主総会に

監査報告書を提出し，あらゆる違法または不正

な事実を指摘しなければならなL、。商法特例法

の適用会社は， 3人以上の監査役を選任しなけ

3 )単一通貨「ユーロJ(Euro)移行以前は，貸借対照
表総額1千万フラン，売上高2千万フランとされて
いた。なお，法定のユーロ 2 フラン換算比率は， 1 

ユーロ=6.55957フランである。
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ればならず，彼らは監査役会を構成する。しか

しながら，監査役として選任されるための要件

としていかなる専門的能力も要求されておらず，

独立性を確保するための実費的な措置が講じら

れてきたとはいい難い面がある O このため，

査役に選任されるのは， しばしば取締役会の元

の構成員であり，取締役会のメンバーは，主と

して会社の元の従業員から昇任する。ただし，

商法特例法の適用会社においては， 3人以上必

要とされている監査役のうち半数以上は，その

就任以前に当該会社またはその子会社の取締役

や使用人等となったことのない者，すなわちい

わゆる「社外監査役jでなければならないとさ

れている(商法特例法第18条第 1項)。しかし

ながら，いずれにしても，監査投監査は，公認

会計士による外部監査とは性格を異にするもの

であるといわなければならないであろう。

さて，監査主体にかかわるフランスと臼本と

の共通点は，まず，監査人の選任規則，ならび

に契約の吏新が可能でありしばしば更新されて

いるという事実に見出される。契約の更新は，

両国の閤にある任期の違いによる影響を緩和す

るものである。フランスでは， 日本と同様に，

血縁関係が職務受諾の禁止対象となっており，

また，会計監査役の報酬は報醜規定にしたがっ

て計算されるが，ある程度は交渉に任されてい

る。

他方，両国閣に見られる最も顕著な差異は，

フランスにおける専門会計士 (expert-

comptable)と会計監査役という職業の明確な

丞別であろう。日本をはじめとするその他の大

半の留においては，こうした会計専門職業の区

別はなされていない。むしろ，外部監査人とし

て選任されるための資格要件として，公認会計

士などの職業的専門家であることが求められて

いるのである。フランスでは，会計艶査役の大

半が時特に導門会計士であるとはいえ，専門会

という職業と会計監査役という職業は明確

に区別されている。しかしながら，フランスで

も，日本をはじめとするその他諸国と同様，会

計監査役の独立性を確保するための規定によっ

て，同一会計監査役あるいは同一会計監査役会

社4Jが，特定の企業において決算業務と監査証

明を同時に行うことは禁じられている。

外部監査人としての欠格事由は，日本よりも

フランスの方が厳格である O フランスでは，蕗

法が，会計監査役の職務は，独立性を援なう恐

れのあるあらゆる活動または行為，とくに教育

以外での給与受給者としての躍用，あるいは商

事活動と相容れないと規定している。こうした

一般的な欠格事由に加えて，同法は，被監査企

業との家族，個人あるいは財務的なあらゆる関

係を禁じながら，いくつかの個別欠格事由を定

めている O

こうした広範な禁止措置にもかかわらず，多

角的な会計監査役会社の増加にともなって生じ

た監査人の独立性に対する影響に，必ずしも適

切に対応、できていないことが明らかになった。

Le Portz報告 (COBet CNCC， 1992)に基づ

いて， CNCCは， 1993年 7月Jこ，税務，法律お

よび情報処理の領域だけについて，会計監査役

としての委託を受ける会計監査役会社グループ

が提供できるサービスを寄せ限した。さらに，一

つの会計監査役会社は，単一のクライアントに

売上高のあまりに多くを依存しではならないと

された。報告書はまた，フランスで義務づけら

れている，連結計算書類の複数の会計監査役に

よる監査は，異なる会計監査役会社グループの

メンバーによって実施されるべきことを勧告し

ている。

日本では，家族関係については，配偶者関係

だけが職務受諾の禁止対象となっているに過ぎ

ない。さらに，日本の外部監査人は，監査対象

企業以外の企業における取締役の織を引き受け

ることを禁じられてはいない。また，被監査企

業に対するコンサルティングサービスの器供も

4 )フランスにおいては，いかなる形式によっても会計

軍主査役会社を設立することができる。このため，株

式会社の形をとっているものが多く宛られる(蟹江

[2001] p.48参照)。
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明確には禁止されてはいない。

フランスでは，法律，規制ならびに職業倫理

規則が，会計監査役に対して，独立しているこ

とならびに独立しているように見えることを義

務づけている (CNCC，1987)。会計監査役は，

公明性と客観性をもって自らの職務を遂行でき

るように，独立の精神的態度を維持しなければ

ならないというだけでなく，公明性と客観性に

とって障害となると思われる可能性のある，現

実のあらゆる関係から解放されていなければな

らない。会計監査役はまた，業務の一部を委託

する専門家または同僚が，独立性の原則を遵守

していることを確かめなければならない。こう

した点については，日本の監査人についてもほ

ぼ同様に考慮されているが，フランスにおける

対応は，日本のそれと比べてより厳格であるよ

うに思われる。

フランスにおける会計監査役の独立役は様々

な措置によって保証されているが，とくに，連

結計算書類を作成している企業にニ人の会計監

査役の選任を要求していること，また，会計監

査役の任期を 8年としていることをあげること

ができょう O これらの措置に加えて，フランス

における会計監査役の独立性確保の仕組みは，

非常に厳格な職業倫理規射によって支えられて

おり，また，会計監査役に対して，その独立性

を保証するいくつかの欠格事由を定めている。

こうした立場は， IF AC (1980) やAICPA

(1991)が取っている立場に近いものである O

しかしながら，これらの非常に厳格な規郎は，

実務上，必ずしも効果をあげているとはいえな

い状況にある。例えば，大規模会計監査役会社

は，監査活動とコンサルテインク、、活動について，

別々の法人を設立することでこうした規郎の要

請を満たすことができる。さらに， 6年という

任期が，失うものの大きさのゆえに，任期更新

の時期が近づいた時に，会計監査役の客観性を

失わせる恐れがある。

外部監査人の責任および懲戒制度に，両国間

のもう一つの共通点を見出すことができる。日

本の監査法人とその社員が連帯賞任を課せられ

ているのと再様に，フランスの会計監査役会社

においても，責任追及の対象となった監査織務

を担当した個人である社員との間での連帯責任

の原則が適用される O 一方，複数の会計監査役

が監査を担当している場合には，個別責任の原

間が適用される。

また，両国の監査人は，職務遂行の過轄で犯

したとみなされた過失に起因する損害に対して

民事責任を追及される。しかしながら，試査に

よって実施されざるを得ないという財務諸表

(計算書類)監査の性格上， r監査の失敗」の可
能性を完全に排除することはできない。すなわ

ち，外部監査人は，職業専門家としての正当な

注意を払ってその職務を遂行するという，いわ

ゆる手段債務を負っているに過ぎないと認識さ

れなければならないのである。

フランスの会計監査役は，情報の真実性を直

接損なった場合(虚偽証明の罪)， ，靖報の伝達に

かかわる規則jに反した場合(フランスにおいては，

共和国検事 (procureurde la Republique)へ
の違法事実の告発を回避したことに対する，わ

が国には見られない特有な責任追及が存在する)，

また，経営者の犯罪行為iこ加担した場合には，

刑事上の処罰を受ける可能性がある。単純な虚

偽証明とは異なり， OiJえば，経営者が違法な行

為を行うのを承知の上でこれを努勤した場合，

会計監査役は共犯としての責任を追及されるこ

とになる。監査人の虚偽証明に対する責任追及

に関しては，わが国においても同様である。

さらに，フランスの会計監査役は，あらゆる

法令および職業規則違反，すべての重大な過失，

そして職業上の行為であるか否かにかかわらず，

専門職業の誠実性あるいは名誉を損なう行為等

があった場合には，これに対してその責任が追

及されることになる。これは，罪刑法定主義に

基づく刑法上の罪の定義を超えるものである。

したがって，懲戒処分について判断を下す者は，

職業倫理規則だけに基づいて，独自に事実を評

定することになる。また，その評定に当たって
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は，刑事あるいは民事上の過失が存在しないと

いうことの証明によって拘束されない。わが国

における公認会計士の懲戒処分については，明

瞭性において，やや不十分な点が存在するよう

にも思われる。なお，両国とも，懲戒処分には

戒告から登録の抹消までがある O

フランスでは 1985年7月3日付デクレの

規定に基づき，証券取引委員会 CCommission

des Operations de Bourse; COB) とCNCC

の間で成立した基本協定によって，資本公募会

社 (societefaisant appel public a 1るpargne)

の「会冨活動調査J (Examen National 

d'Activite ; ENA)と呼ばれる，監査の品質調

査制度が設けられている。各企業の計算書類は，

上場企業については少なくとも 6年に一度，定

期的にそれを監査した会計監査役とは別の会計

監査役によって調査されることになっているの

である九これらの調査制度の目的は，会計規

則の適切な適用，企業によって作成された会計

情報の信頼性，ならびに職業基準に照らした会

計監査役の業務の質を検査することにある O

本協定はまた，監斎人の独立性にかかわるあら

ゆる問題に見解を述べるために， 1999年に創設

された独立性倫理委員会 (Comitede la 

D品ontologiede l' Ind匂endance)の諮問機関

的役割にも触れている。

このような外部監査人の業務を検査する仕組

みは，とくにアメリカやイギリスのような他の

諸国にも存在する CSoltani，2001)0 E3本では，

JICPAによる監査法人の業務についての定期

的なレビューが， 1999年に導入された。 2001年

までに，すべての監査法人がレどューを受け，

その結果がJICAPの機関誌(~JICPAジャーナ

ルJ)において公表されている。 6人からなる

委員会によって実施されるこの定期的レビュー

5) 1999年から2000年に実施された全国活動調査は，務
査対象とされた上場企業の監資誠欝121の92%につ
いて，外部監査人の監資業務は適切に実施されてい

たと結論づけている (LaTribune， 2000年10月24
臼付)。

は，監査法人の監査手続，その組織，欠格事由

の遵守状況，監査法人自身による監査の品質管

理手続等について実施される。今後，各監査法

人は， 3年ごとにこのレビューを受けることに

なろう O さらに，重大な問題が存在する場合に

は，金融庁が検査を実施する。

フランスでは，上場企業に関して，証券規制

当局が一般投資家に伝達される情報の費， した

がって，外部監査人によって行われる監査業務

の質の検査に関与している。とくに， COBは，

適当と判断する場合に，資本公募企業の会計監

査役に対してあらゆる所見を述べることができ

るし，企業が提案する会計監査役の候補者につ

いて留保意見を表明する権限を有している O

COBはまた， CNCCの懲戒機関に提訴をする

こともできる O わが国では，証券規制当局が上

場企業によって作成される情報の検査を行う。

しかしながら，わが国には， フランスのCOB

やアメリカのSECのような独立した証券監督機

関は存在していない。また，公認会計士の業務

等については金融庁がその監督に当たっている

が，それ自身が患査人の選任について公式に影

響力を行{更することはない。

最後に，監査人の解任に関しては，フランス

の仕組みは最も独自性の強いものであるように

思われる。解任の訴えは様々な者(株主，企業

委員会， COBなど)によって提起されること

ができるが，決定は苛法によってなされる。し

たがって，最大限の客観性が確保されているは

ずである。このことは，会計監査役が，単に株

主の利益のためだけではなく，より一般的な利

益を考慮して行動するべきであるという，フラ

ンスにおける外部監査の役割に関する考え方を

よく表しているように思われる。

<表1>は，外部監査人の選任方法や独立性

等，職務の実施条件に関して，日仏両国におけ

る主要な共通点と相違点を要約したものである。

なお，その他の先進諸国における事情を適宜記

載することによって，わが国およびフランスと

の共通点ないし相違点を照合することができる
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ように配慮した。

2.2.外部監査人の職務内容

日仏両国において，外部監査人は，財務諸表

(計算書頼)が法令および会計基準に準拠して

作成され，会計期間における経営成績，ならび

に決算期末における企業の財政状態等を適正に

表示している旨の意見を表明することを主たる

毅務としている。

フランスの会計監査役は，取締役会(または

執行役会)の経営報告書ならびに株主に送付さ

れる書類に記載されている情報の真実性と，そ

く表1>外部懸賞人の職務の実施条件に関する臼仏沈較

職務の実施条件 フランス 日 本 その他諸弱

選 {壬 経営者の提案lこ慕づいて，株主総会によって選任される ベルギー:経営者によって

選ばれた監査人の名前が，

株主総会に提案される前に，

企業評議会に付議されなけ
ればならない

共
任 期 8年，再任可能， しばしば再 1年，再任可能で大半が再 ーアメリカ，イギリス，

任される 任される ドイツ年

ーベルギー:3年
通 ーオランダ:不定綴

報 漸| 報酬規定が存夜するが，基本約に監査人とクライアント隠の自由父渉に任されている

己ヨ 外部監査人としての職 』被監査企業の経営者(支配 ー被監査企業の経営者 ベルギーおよび英関:

務にかかわる個別欠格 人，取締役) ー被監査企業から監査以外 法定軍主査ならびにその

事由 一被監査企業の出資者 の業務によって報酬を得て 俄の業務によって受け

叩被監査企業から監査以外の いる(または配偶者が報酬 取った報械の全面的公

業務によって報餅!を得ている を得ている)者 関

(または配偶者が報酬を得て

いる)者

外部監査人の職務にか 時会計監査役の独立伎を援な 商事j活動は禁じられていな ベルギー:フランスと同様。

かわる一般欠格事由 う恐れのあるすべての活動 し、 その他諸国(オランダ，

明すべての給与受給者として イギワスなど)は，逆に，

の雇用(教育関係を除く) 軍主査人の独立性を侵害し

本自
ーすべての商事活動(護接ま ないことという条件をつけ

たは間接) ながらも，これらの業務を

兼ねることを認めている

違 EUCl998)'本こうしたサー
ビスの提供を制限するよ

dヨ う提案している

職務に関する欠格事由 専門会計士の織と会計監査役 公認会計士としての職と外 アングロ・サクソン諸国

の識は区別されてL喝。さらに， 部監査人としての識は，必、 では，同一企業における

会計監査役は，被監査企業に ずしも明確には区別されて 職務が両立するが，ドイ

おいて，喜専門会計士としての いない。 ツでは碕立しない

業務を行うことはできない

CNCCは，会計監査役として 霊長査法人は，税務業務を行 ベルギー:フランスの状
選任されている会業に対して， うことができないがその 況に近い

同一会計監査役会社グループ 他の業務についてはとくに

が提供できる税務，法律およ 叡1m良はない
び情報領域のサービスを制奴

している

同ーの会計数斎役会社が，単 このような告卵良はとくにな イギリスおよびドイツは，

ーのクライアントに売上高の L 、 監査人またはアカウンティ

あまりにも大きな部分を依存 ング・ファームの収入金
することはできない 体に占める，同ークライ

アントからの報酬部分の

上限を数量化している
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れらの情報と年度計算書類との合致をも検証す

ることになっている O また，会計監査役は，株

主罰の平等が保たれていることも確かめなけれ

ばならなL、さらに，会計監査役は，例えば資

産の評錨:方法についての変更を株主総会に報告

する必要がある。日本の監査人は，新『監査基

準Jによって， r正当な理由による会計方針の
変更Jならびに「監査した財務諸表を含む開示

書類における当該財務諸表の表示とその他の記

載内容との重要な相違」について，説明または

強調することが適当と判断した場合には，監査

意見とは明確に註別した上で，監査報告書にお

いて「追記情報」として記載することになった。

また，商法特例法上の会計監査人は，会計方針

の変更があった場合には，それが正当なもので

あるか杏か，ならびにその理由を監査報告書に

記載する必要がある。

外部監査人の監査報告書は，日仏L、ずれにお

いても企業の決算書類に添付され，広く一般に

公表される O いずれの監査報告書札様式およ

び内容はほぼ完全に標準化されている。

フランスの監査報告書は， 1996年以来，

IFACによって提示された様式を採用している。

この様式によれば，報告書の主導入部分において，

年度計算書類の作成については経営者が責任を

負い，監査人は年度計算書類に対する意見の表

明にかかわる責任を負うものであることれ、わ

ゆる「二重責任jの原則)を明記することが義

務づけられている。次いで，新たに追加された

パラグラフにおいては，監査職務の目的および

性格についての記述がなされる。とくに，監査

が正確性を証明するものではなく， r合理的な
保証jを提供するに過ぎないということが強調

されている O これによって，監査報告書の利用

者に対して，監査がすべてのデータを調査する

ものではなく，監査:意見が，試査に基づく職業

的専門家としての判断の結果であるということ

を示唆しているのである。最後に，新しい監査

報告書様式においては，監査意見の後，それと

は明確に霞別した上でラ利用者に対する注意喚

起情報を記載できることになっている。こうし

た監査報告書様式の改訂は，一般大衆の期待と

監査人による実轄の職務との間に存在する認識

の食い違いである，いわゆる「期待ギャップJ

の縮/わを狙いとしたものである O ただし，こう

した狸いは必ずしも成功していないという，少々

憂慮すべき研究結果が報告されていることを指

摘しておく必要があろう CGonthier，2001)。

これに対して，わが国においては，これとは

巽なる独自のより短文の報告書が用いられてき

た。しかしながら， この度の『監査基準Jの改

訂にともなって，監査報告書の様式についても，

2003年3月期決算にかかわる監査から新しい様

式が用いられる。これによって，わが国におい

ても，いわゆる「二重責任」の原知についての

記載，監査の自的や性格などについてのより詳

しい説明を含むIFAC様式が採用されることに

なる。上述したとおり，監査人が適坊と判断し

た事項の説明や強調によって，監査報告書の科

用者に対して、注意を偲すための情報が追記され

るのも，フランスの場合と時様である。

監査報告書がいっ公表されるかは，利用者に

とっての有用性を決定づける一つの要素である。

フランスの会計監査役の監査報告書は，株主に

理知させるために，株主総会開催日の二週間前

までに，本社または企業の経営執行部の所在地

において公表されなければならなし、。わが国で

も，閥法特例法に基づく会計監査人監査の監資

報告書比株主総会開催前に公表されなければ

ならないという点ではフランスの場合と間様で

ある。しかしながら，証券取引法上の財務諸表

監査にかかわる監査報告書比株主総会の終了

後に公表されるに過ぎなL、。これら二つの監査

が同時に実施されている企業においては，株主

総会の前後二田，それぞれの監査を担当する外

部監査人(通常は，間一公認会計士または監査

法人が担当する)によって，実質的には向じ結

論を伝えるものでありながら，それぞれの法の

要請にしたがって形式を異にする，二つの監査

報告書が公表されることになるのである。
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このように，日仏両国の外部監査人の職務に

関しては，基本的な事項について共通点を認め

ることができる。しかしながら，他方で，両国

間にはいくつかの相違点も存在する。それらの

うちでも，フランスの会計監査役の職務におけ

る極めて特徴的なものとして，

(procedure d 'alerte) と「違法行為の告発j

(r品velationdes fait delictueux)をあげるこ

とができるであろう。

蟹江 (2001)が詳述しているように，フラン

スの監査基準においては，いわゆるゴーイング・

コンサーン問題に対して，年度計算書類の監査

の枠内ですでに国襟的な動向を皮映した対応が

なされている。そして，その延長線上に位罷づ

けられる会計監査役の職務として，

が存在するのである。

フランスでは，第一次石油ショック後の企業

倒産の増加という状況下で，企業の経営難を予

防することを目的として， 1984年 3月1日付法

律 0994年5月10日付法律によって一部改正)

によって，会計監査役が，経営状態の悪化に関

して被監査企業に警告を発するという制度を創

設した。これが，フランスの会計監査役に与え

られた， r警告手続」という一つの特徴的な織
務である O

フランスの立法者は，会計監査役が，その日

常的な職務の枠内で，企業の経営状態について

最もよく知り得る立場にいると考えた。そして

また，特定の状況によってもたらされる結果の

すべてを認識し得ない経営者に対して，会計監

査役が注意を喚起することが望ましいと考えた

のである九警告手続は漸進的な性格をもって

いる。というのは，会計監査役は，はじめに経

営者に対して警告を行い，次に被監査企業の経

営機関と商事裁判所長に，そして最後に株主総

会ならびに再度商事裁判所長に対して順次警告

を行っていくからである。警告手続は4つの段

階を経て行われるものであり，各段階において

提示される経営者または経営機関による経営再

建計画等が会計監査役にとって満足できるもの

でない場合に，次の段階へと手続が進められる

のである O したがって， もし，経営者または経

営機関によって検討された再建計画等が十分か

つ満足できるものであると判断された場合には，

この手続は最終設踏に至る前に終了することも

あり得ることになる O

わが国では， 1990年代に，上場企業の倒産が

梅次いだにもかかわらず，企業の経営難を予防

することを自的とした制度は設けられていなし、。

企業倒産の予訪という観点よりも，むしろ民事

再生法の制定や会社更生法改正の検討などに見

られるように，実質的に経営破綻した企業を，

株主，債権者そして従業員等の犠牲の下で再生

させるという道が指向されているように思われ

る。

一方，外部監査人たる公認会計士による財務

諸表監査の枠内におけるゴーイング・コンサー

ン問題については，新『監査基準Jにおいて国

際的な動向を反映した明確な対応が示されるこ

ととなった。それによれば，監査人は，被監査

企業の経営者による継続企業の前提に関する評

価安踏まえた上で，継続企業の前提に重要な疑

義を抱かせる事象や状況の有無，合理的な期間

(少なくとも決算日から 1年間)について経営

者が行った評価，当該事象等を解消あるいは大

幅に改善させるための経営者の対応および経営

計画について検討することになる O

そして，その結果として，継続企業の前提に

重要な疑義を抱かせる事象や状況が存在し，そ

れらの解消や大幅な改善に重要な不確実性が残

るため，継続企業の前提に重要な疑義が認めら

れる場合には，監査人は，それにかかわる事項

が財務諸表に適切に開示されていれば無限定適

6 )経営上の意思決定は経営者の領域であり，全節約な
経営者の糞任である。会計監査役がそれに絞って代

わるべきではないし，その策定に関与したりあるい

はそれを承認したりまたは承認させたりすべきでも

ない。会計数査役は，ある待点において，経営の継
続性という綴点から経営意思決定の会計的および財

務的影響を評価させるに過ぎない。
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正意見を表明した上で，当該疑義について投資

家に注意喚起するために，監査報告書に追記情

報を記載しなければならない。反対に，状況を

改善するための対策が適切に開示されていない

場合には，監査人は，徐外事項を付した娘定付

適正意見または不適正意見を表明することにな

る。また，経営者が継続企業の前提について適

切な評価を行わず，合理的な経営計画等が提示

されない場合には，監査範囲にかかわる制約に

相当するものとして，除外事項を付した限定付

適正意見を表明するかまたは意見を表明しない

という措置をとることになる。

こうした新 f監査基準Jの対応は，基本的に

国際的な動向を反映したものであり，近年，わ

が国の監査報告書に「警句」の付記を要求して

いた，いわゆる「レジエンド」問題は解消の方

向に向かうものと思われる。ただし，この措置

は，あくまでも「企業の事業継続能力に関わる

情報の財務諸表における適切な開示を促す」

(新 F監査基準』前文6( 2 ))ことを意図した

ものであり，財務諸表に対する意見表明にのみ

関連づけられるものである。したがって，わが

国の監査人は，フランスの会計監査役のように，

被監査企業の経営危機について経営者や経営機

関，ましてや司法に対して警告を発するという

役割を課されてはいないという点に盟意すべき

である O

いわゆる企業不正の発見ないし摘発に関して

は，日仏閣に際立った違いが見られる。

フランスでは，会計最査役は，発見した不正

や誤謬を経営者や株主総会に報告しなければな

らないだけでなく，職務の過程で発見した違法

行為を(それが経営者によるものであるか，あ

るいは従業員によるものであるかを関わず)共

和国検事に告発する義務を課せられている。こ

うした違法仔為の告発を行わなかった場合，会

計監査役は，虚偽の情報を証明または伝達した

のと同じ罪を犯したものとして刑事処罰される

ことになる。会計監査役が告発をしなかった場

合に罪に関われる恐れのある違法行為には様々

なものがある。すなわち，会計記録または年産

計算書類の不備，不正確な勘定表示，会社財産

の横領，年次株主総会の非開催または虚偽開催，

器時株主総会の非招集または会社資本を重大に

損なう損失の認識後における非公表などである。

日本では，商法特例法上の会計監査人に対し

て，職務の過程で発見した取締役の違法行為を

監査役会に報告する義務が諜せられている。

新『監査基準』では，監査人による不正等へ

の対応が強化された。すなわち，監査人は，財

務諸表における重要な虚偽の表示の原因となる

不正または誤謬について特段の注意を払うとと

もに，監査の過程で不正等を発見した場合には，

経営者に適切な対応を求めるとともに，財務諸

表への影響を評価することを要求されることに

なったのである。

他方，違法行為については，その発見は監査

人の責任に帰せられるものではなく，また，専

門的な法律判断を必要とするものであるが，財

務諸表における重要な虚偽の表示につながる恐

れのある場合には，不正等の発見時に準じた対

誌をとるものとされている。しかしながら，監

査人に対して，フランスのような違法行為の司

法当局への告発という義務は諜せられていなし、。

<表2>は，フランスと日本における外部監

査人の職務内容を特徴づけている最も顕著な主

要な共通点および相違点を要約したものである。

フランスと日本の監査基準等についての概要

比較によって，フランスの制度の方が，外部監

査人に対してより多くのことを要求しているの

がわかるだろう O フランスの外部監査制度は，

臼本の制度よりも対象企業の範囲が広くなって

いる。また，会計監査役の候補者として登録さ

れている者のほとんどが資格を有する専門会計

としての職務と，外部監査人である会計監査

役としての法定監査職務が厳格に広別されてい

るO さらに，会計監査役に対して企業の経営難

の予防について明確な役割を与え，違法行為の

告発という非常に特徴的な職務をも課している。

もっとも，こうしたやや特殊な職務は，今日の
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<表2>外部数査人による織務の性質に関する日仏比較

職務の性格 フランス 日 本 その多諸国

監査報告書 毎期，計算書類に添付され，一般に公表される 大半の国で同様

通共 様式および内容が品度に標準化されている 大半の国で時様

占 説明または注意喚起情報を付加することができる ドイツを除く大半の国

企業の経営難の予紡 内部警告・ 1984年以来，警
告手続(経営者，次いで，必
要なら童文締役会，場合によっ
ては，警告手続特別報告舎の

キ8 作成と株主総会への提出)

一外部警告:1995年以来，警告
違 手続の第2および第H交際にお

いて，会計iiii王証役は商事裁判所

占 長に報告しなければならない

違法行為 会計監査役は，企業の財務状
況に影響を及ぼす可能性のあ
る違法行為を検事に告発しな
ければならない

監査理論に照らせば， r監資職務Jの枠を越えた
ところに位置づけられるべきものであろう(蟹

江， 2001)。
一方，日本の監査制度は，この度の『監査基

準』の改訂によって，不正等およびゴーイング・

コンサーン問題への対応，ならびに監蚕報告書

の様式等を含めて，一応形式的には盟際的なレ

ベルに到達したということができょう。今後，

実務における実質的な水準が関われることにな

る。

本節で明らかになった法令および織業基準に

かかわる日仏両国間における差異は，フランス

における外部監査が大きな信頼を得ているにも

かかわらず，日本のそれがやや平線な批判を受

けていることを説明するには十分で、ないように

思われる。その上，こうした批判は，ゴーイン

グ・コンサーン問題を除いて，必ずしも制度そ

れ自体に向けられているわけではない。それは，

しばしば実践的枠組み，とくに伝統的な巨大グ

ループに属する企業開の関係，ならびに，近年

その影響力の抵下が指摘されるようになってい

余るとはいえ，グループ企業を支配する銀行に向

けられているのである。これが，外部監査人の

監視機能を低下させてきたとの認識がなされて

で同様

このような手続は存在しない ドイツ:企業の経営危
機につながるような事
項を経営者に報告する
ーベルギー:!監視の義
務を負う

このような手続は存在しない オランダ:監査人は，
裁判所に報告し，それ
によって謁査を命じら
れる

外部数変人は，監査役会に対
して違法行為を報告しなけれ
ばならない

いるのである。

3.外部監査に対するガパナンス形態の影響:

実接的コンテクスト

エージェンシ一理論によれば，外部監査人の

役割は，コーポレート・ガパナンスにかかわる

議論の枠内で根本的に変化し，経営者に対する

コントロールの問題という視点から評価される

こととなった。ところで，われわれは， コーポ

レート・カ、パナンスに関して，アングロ・サク

ソンモデルと日本モデルを対置することができ

るだろう(Aoki&Patrick，1994; Sheard， 1998)。

アングロ・サクソンモデルは，金融市場による

企業の直接的なコントロールを前提としている

のに対して， 日本モデノレは企業のコントロール

を「メイン・パンクJに委ねていると考えられ

ている。日本では，銀行が，顧客企業を取り巻

く環境要回全体に対して精神的・法的保証人と

いう地位を確立した。この時，最も広い意味で

顧客のコントロール責任を担ったのがいわゆる

メイン・パンクである (Aoki&Patrick， 1994; 

Sheard， 1998)。こうしたコンテクストにおい

て，外部監査人の役割は，企業の取締役会の役
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部と同様，限られたものとなったのであろう。

3.1.実践的コンテクス卜:フランスのケース

フランスでは， 1981年に実施された主要企業

の国有化の後， 1986年から始められた民営化に

おいて取られた特殊な方式が，少なくとも一時

期，金融市場による厳格なコントロールから在

大企業を保護するという効果をもつことになっ

た。民営化のプロセスは，多くの場合，株主と

企業の資本を安定化する交差的資本参加による

「堅い核J(noyau dur)の形成を伴っていた

(Morin&Dupuy， 1993; Blancel. 1997)。過去

20年間は，フランスの巨大企業のガパナンスに

関して，間違いなく豊富な教材を提供する特殊

な時代であったといえよう。このことは，クツレー

プの再編あるいはとくにリストラクチャリング

に際して，民営化された企業がその資本を公開

し，そしてこうした保護を放棄しなければなら

なかったということを意味するのである。

外国投資家からの正力の下，フランスにおけ

るコーポレート・ガパナンスは，徐々にアング

ロ・サクソンモデルに近づいている。フランス

経営者全国評議会 (CNPF)によって1995年に

.公表されたレポート(当時のソシエテ・ジェネ

ラル会長の名前にちなんで， iVientoレポートJ

と呼ばれている)によれは、，大企業において監

査委員会 (comit品d'audit)の設置が増加して

いる o 2001年の調査では，証券指標の一つであ

るCAC40を構成する上場企業の90%が監査委

員会を設置している。この割合は， 2000年には

80%であった。もう一つの証券指標SBF250に

含まれる上場企業についての同じく 2001年にお

ける比率は，前年が30%であったのに対して40

%であった (LaTribune， 2001年日月16臼付)。

こうした委員会は，とくに，会計情報の質を監

視することを職務とし，会計監査役の任命プロ

セスにおいて積極的な役割を演じるであろう。

それは，取締役，財務担当役員ならびに会計監

査役の関での産接的な対話の機会を設け，監査

機能を効果的に強化することを可能にする。

しかしながら， Peyrelevade (1999)が強調

しているように，フランスの企業においては，

経営執行権限と監督権躍の分離が高い水準で行

われてはいない。すなわち，伝統的な株式会社

では，商法の第225-51条 7)が明確に規定して

いるように，社長がこれら二つの権限を担って

いる O これに対して，その他の先進諸国では，

これらのこつの責任は，法的義務として(ドイ

ツ，オランダ)，あるいは規制機関が提示した

勧告によって(イギリスにおける1992年のキャ

ドベリ一報告書，アメリカにおける連邦取締役

協会)，あるいはまた伝統によって区別されて

いる。

フランスでは，これらの権限を分離した株式

会社の形態である執行役会・監査役会制株式会

社が導入されたが，今日，上場会社でこの形態

を採用しているのはわずか 3%に過ぎない。し

かしながら， 2001年 5月15日付の新経済調繋

(NRE)法は，取締役会会長とCEOとの職務を

分離するか否かを選択できるように，一定期間

(例えば，上場株式会社については， 18ヶ丹)

内に定款を変更することを命じている。フラン

スのケースが，コーポレート・ガノfナンスのア

ングロ・サクソンモデルと思別され続けるかど

うかを評価するためには， この点に関する取締

役会の選択を研究する必要があろう。

なお，フランスにおいては，監査委員会のほ

かに報酬委員会 (comitede remuneration) 

を設置する株式会社が見られるが，わが国にお

けるこの度の語法改正で導入された指名委員会

については，そもそも概念自体が存在していな

いようである。

また，新経済謁整法は，少数株主の権利を強

化している。したがって，少数株主は，監査人

の忌避をより容易に要求することができるであ

ろう。この規定は，監査契約の更新を健全なコー

7)この条文によれば， r取締役会会長は，その責任の
下で会社の全般的職務執行を行う。 CEOは，第三

者との関係において会社を代表する。」
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ポレート・カ、、パナンスのための一つの手段とす

るのに役立つであろう。

外部監査に関しては，国有化/民営化という

出来事は，大した影響をもたなかったように思

われる。それは，おそらく， 2.1で指摘したよ

うに， フランスにおける外部監査の範屈が非常

に広いということに起因するであろう。外部監

査は，大半が国有化，そしてそれに続く民営化

に直接関係のなかった多くの商事会社に適用さ

れている。逆に，フランスにおけるガパナンス

モデルのアングロ・サクソンモデルへの棺対的

な収数は， 1996年に首相によって命じられた

Mariniレポートにしたがって実施された，外

部監査人の独立性の強化から読み取ることがで

きるに違いなし、。それは，とくに，子会社の会

計監査役に対して，ならびに監査委員会のメン

ノイーに対して，職業上の守秘義務を免除するも

のである(Bancel， 1997)。

今日，会計監査役に対しては，定款に定めら

れている監督機関，すなわち取締役会，監査役

会，ならびにもし設置されていれば監査委員会

との協力および相互作用が期待されている。こ

のように，会計監査役は，奉仕する対象が経営

機関だけではなく，利害関係者全体であるとい

うことが認識されなければならないであろう O

3.2.実践的コンテクスト:日本のケ…ス

次に，独自のガパナンス方式を導くことになっ

た CAoki，1988， 1994)とされる， 日本の実践

的枠組みの特殊性とは何かについて見ることに

しよう。高度経済成長期 (50年代から80年代)

における巨大な資金需要を満たすために，そし

て，日本のGATTおよびOECD加盟後の敵対的

買収の危険から逃れるために，日本の主要企業

はいずれかの国内大手銀行との特権的な関係を

8 )こうした銀行は多角的企業グループの枠内だけでは

ないが，とくにこうした枠内で臼本経済を支配する
非常に様々な活動からなる，まさしく金業星雲とで

もいうべきものを形成している (Figuiere，1992; 
Jauss且ud，1998)。

築き上げてきた 8)。この銀行は，その時，当該

企業にとっての主要取引銀行，いわゆる「メイ

ン・パンク」となったのである。

メイン・パンクは，伝統的に企業の活動資金

の調達において重要な役割を演じている。メイ

ン・パンクは主要な資金供給者であり，いくつ

かの金融機関を含む資金調達取引を調整すると

いう役割を担っている。メイン・パンクはさら

に，暗黙襟に企業のコントロールを担うある穣

の代理人という意味で，その他の債権者および

株主に精神的な担保を提供しているのである

メイン・パンクは，実際，自らまたは他の金融

機関等の助けを借りて，黛し手全体の代理人と

してコントロールを行う位讃にある。 Aoki

(1994)で詳しく議論されているように， これ

らの貸し手，とくにその他の銀行などの金融機

関は，メイン・パンクが，顧客企業の投資案件

を詳細に評価すること(事前コントロール)， 

そして融資が成立した場合に，資金の効率的な

活用を継続的に保証し，さらには経営難に陥っ

た場合に介入すること(事後的コントロール)

を期待している O 実際，第一次石油ショック後

の，住友銀行によるマツダ自動車の華々しい再

建のケース (Pascale&Rohlen，1983)，あるい

はSheard(1994)による42のケース・スタディ

が示すように，メイン・パンクが，経営難に陥っ

た顧客企業の再建を請け負うために，取締役を

派遣するということが日常的に行われている。

メイン・パンクは顧客企業の大株主でもある

だけに，それをコントロールするのにとくに都

合のよい位置にある。メイン・パンクは，日本

の人的資源管理に特有の実務である，銀行がキャ

リアの終わりに転任させる従業員はいうに及ば

ず， しばしば取締役あるいは監査役のポストを

獲得する (Aoki，1994， p.15)。したがって，

代理コントロールは，機会主義的行動のリスク

9 )この代潔は経黙のものであるから，いわゆる契約事

項としてよりもむしろ慣習的経済事項として分析で
きるであろう。
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が排除される限りにおいて，企業の利筈関係者 為が自日の下に輔されることになったのである

全体司様，各貸し手にとってもとくに効果的で CKanie， 1998a; Jaussaud， 1998)。今， 臼本

あるということがわかる。 は，取締役会および外部監査という，普遍的な

第二次大戦から80年代半ばにかけて，日本銀 コントロール手段の強化を迫られていることは

行および当時の大蔵省によって強力に骨格が形 明らかであるように思われる。日本における外

成され，大銀行はこのコントロール使命をよく

果たして来たように思われるし，大銀行は，と

くに経営難に臨った企業の再建を支援するに際

して，その責任を引き受けてきたように恩われ

る。評判にかかわるコスト，その他の貸し手の

反応，監督当局の反応(強度に規制された状況

下では，多くの許認可が，例えば新規営業拠点

の開設に当たって，絶えず要求される)が，機

会主義的行動を抑止するのに十分であったよう

に思われる CAoki，1994; Sheard， 1994)。

このように， 90年代までは，銀行が，自らメ

イン・パンクとなっている企業のコントロール

について，大きな責任を負っていたと見られる。

そして，銀行は，実際にこうした責任を果たし

てきたのである。その結果，企業の関係者は，

外部監査人によるコントロールに法意を払って

こなかったし，それに多くを求めなかったと見

ることができるのである。このことが，別の状

況下で，より大きな出意を払うこと，そして場

合によっては，その当時，監撹およびコントロー

ル活動において絶対と考えられる当局の立場に

反することになる意見の表明を回避させてきた

のである。

80年代半ばに始まった規制緩和，さらには90

年代における経済の停滞という状況下において，

逆に，別の形で問題が発生してくることになっ

た。銀行は，自らの機能の一部が金融市場に取っ

て代わられるのを懸念して，監視の目を緩め，

とくに不動産に対する投機的な活動に資金を提

供した。 90年代はじめの金融危機は，不良債権

の急増を引き起こし，そしてコントロールに対

する信頼性を著しく低下させてしまった。経済

成長の停滞という状況下において，倒産企業数

が急増し，それまで隠されていたいくつかの慣

行，とくに間社会による企業に対する脅迫的行

国人投資家，とくにアングロ・サクソン系年金

資金の占める割合の増加が，こうした国際的標

準化を促しているのである。

むすび

本稿において展開したフランスと日本におけ

る外部監査の比較研究は，法的枠組みのレベル

ならびに実践的枠組みのレベルにおいて，両国

の監査制震関に重要な蓋巽があることを示唆し

ている O 例えば，日本においては外部監査の範

酉はかなり限定されているし，公認会計士とし

ての職務と外部監査人としてのそれは明確には

産別されていなL、。さらに，日本には，今日，

企業の経営難を防止するための警告手続は存在

しない(もっとも，先にも触れたように，この

点については，監査制度とのかかわりに関する

より一層の検討が必要であると考えられるが)。

実践的観点から，メイン・パンクによる企業の

コントロールに関する暗黙の代理という'横行は，

外部監査人の職務を弱める可能性があるともい

えよう。

90年代はじめからの経済成長の長期停滞は，

B本における外部監査の脆弱さを露呈させた。

そしてまた，それを改善する必要性を真に認識

させることとなったのである。企業は，過去数

十年間と比較して，経営基擦がかなり脆弱化し

ている。そして，実践的枠組みについては，資

金調達に関連して，銀行の特権的地位に関して

変化が生じてきている。

わが国におけるこの度の商法の改正は，企業

の取締役会の権限を回復させることを意、図して

いる。したがって，外部監査人の職務により一

層の重みを与えることになろう。外部監査人は，

被監査企業の経営難について投資家に警告を発
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することに対して，徐々に臨時いを捨てるよう

になってきているのである(日経インタラクティ

ブ， 2001年 7月24臼付)。そしてまた， ソニー

等に続いて，独立した社外取締役を選任する企

業が増加しているのである O

一方，フランスは，会計監査役に真の社会的

職務を付与した。 80年代以来，警告手続の創設

によって，立法者は雇用および経済にとって好

ましくない過剰な法的清算の霊告が閉避される

ことを期待している。他方， 90年代には，プロ

ブ L ツションは，期待ギャップ解消の必要性，

ならびに外部監査人の独立性の強化を強調して

いる。プロフェッションは，とくに，欠格事由

を追加し，倫理規制を作成し，そして1999年に

は独立性倫理委員会を設盤した。これらと平行

して，監査人の独立性と職業上の義務が，コー

ポレート・ガパナンスにかかわる有効な規則の

適用によってしか望ましいものとはなりえない

ということを認識したのである。

今日，一般大衆には，出の期待がはっきりと

してきているように思われる。それは，近い将

来において深い議論がなされるであろう環境問

題に対してであるO 実諜，計算書類およびアニュ

アル・レポートにおける環境的観点が， EU委

員会の勧告の対象となったばかりである。加盟

は， 2002年 5月紅白以後に始まる会計期間に

ついて，この勧告の適用を監規しなければなら

ない。さらに，艶斎人に対して，新しい盟際労

昔話基準が，違法行為の告発義務に加えて，企業

内における詐欺的行為の危検性に注意する義務

を課すことになった。この時，これらの新しい

撹定が，外部監査人の職務，ならびにコーポレー

ト・ガパナンスにおけるその役割にどのような

影響を及ぼすのかが，今後検討されるべき問題

となるであろう。
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